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ンカーマニホールド弁，その他の燃料弁，燃料

管フランジ，燃料調整室の通風排気口及び温度

変化により生じる，燃料タンク内圧力を調整す

るために少量のガス又は蒸気を放出する燃料タ

ンク排気開口から球形4.5m（3m＋1.5m）の距

離

(b) 燃料調整室の入口，燃料調整室の吸気口及び燃

料が漏洩する可能性のある場所のその他の開口

から球形3.0m（1.5m＋1.5m）の距離

(c) 燃料バンカーマニホールド弁に設けられた燃料

漏れ保護用コーミングの周囲4.5m（3m＋

1.5m），高さ3.9m（2.4m＋1.5m）の距離

(d) TypeCタンクを除き，燃料格納設備の外表面が

暴露している場合，その外表面から 3.9m
（2.4m＋1.5m）の距離

3.4.9 通風装置（C部 13章）

ガスが滞留する可能性のある以下の区画には通風

装置の設置が要求される。

・ タンクコネクションスペース

・ 燃料調整室

・ 二重管及びダクト

これら区画の通風装置は，火花を発しない構造の

排気式機械通風装置とする必要があり，毎時30回
以上の換気能力が要求される。なお，アンモニア関

連装置の設置区画であって，運航中に人が立ち入る

区画には，漏洩アンモニアを迅速に除去できるよう

に以下を満たす追加の通風装置が要求される。

・ 少なくとも毎時45回以上の換気ができる容量を

持つこと（通常時の毎時30回の換気容量を含め

てよい）

・ 設置区画のアンモニアガス濃度が3,000ppmを

超えて検知された場合に，自動始動すること

バンカリングステーションは，自然通風が十分に

行われる開放甲板上に配置されない場合，リスク評

価を実施し，その安全性を評価しなければならない。

その際，特に燃料補給作業中にガスが漏洩するリス

クを考慮し，適切な機械式通風装置の設置要否につ

いても検討しなければならない。

また，アンモニアが漏洩する可能性がある区画の

通風装置は，他の区域用の通風装置から独立したも

のとし，常に人がいる場所の空気取入口及び排気口

には閉鎖装置を設ける必要がある。

3.4.10 アンモニア燃料供給の自動遮断（C部

15章）

アンモニア燃料漏洩や通風装置停止などの異常な

状態が発生した場合の安全装置として，機関区域内

への燃料供給を停止するための自動遮断弁（マスタ

弁）を設けること，及びガス燃料を使用する各機関

の異常が発生した場合，その機関へのガス燃料供給

を停止するためのダブルブロック・ブリード弁を機

関毎に設ける必要がある。区画内で漏洩したアンモ

ニアを検知したときの濃度設定値は，人体への影響

を考慮して，25ppmで警報，300ppmでマスタ弁及

びダブルブロックブリード弁を遮断させることとし

た。

3.5 今後の審議・開発 

アンモニアを燃料として使用する船舶の要件の策

定に向けた国際的な審議として，IMOでは，2021
年9月，EU27加盟国及びECにより，貨物運送小委

員会（CCC）7にアンモニアの安全要件策定を提案

する文書（CCC7/3/9）が提出された。また，2021
年10月，日本政府より，海上安全委員会（MSC）

104に，アンモニアを燃料として使用する船舶に対

するガイドラインの策定作業が提案された。両委員

会では 時間の制約上，提案に関する審議は行われ

ず，次回のMSC 105（2022年4月）で審議，承認さ

れれば，CCC 8小委員会（2022年9月）から具体的

なアンモニア燃料船の安全要件の検討が開始される

見込みである。

本会としては，昨今のアンモニア燃料船開発の要

望に寄与するため，安全要件をまとめたガイドライ

ンを発行した。今後，本ガイドラインの策定に伴い

得られた調査検討結果等を活かして国際規則策定の

議論に貢献すると共に，IMOにおける最新の審議

状況及び新技術の急速な発展を考慮して定期的に見

直し，開発者に有用なガイドラインの策定に取り組

む所存である。
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鋼船規則C編の変遷と全面改正の概要 

石橋 公也＊

1．はじめに

本会の技術規則である鋼船規則C編は，コンテナ

船，鉱石運搬船，液化ガス運搬船等，CSR（IACS
共通構造規則）適用船を除く船舶に対する船体構造

及び艤装に関する要件が定められており，本会の約

100年間に渡る船級業務で培った船体構造に関する

技術や経験が集約された規則である。

本会は，2017年から5年間の中期経営計画の中で

5つの基本戦略を策定し，その戦略の一つである

「研究開発活動の推進」に対応した形で，鋼船規則

C編の全面改正作業を進めることになった。 
本改正作業を進めるにあたり，新たな構造強度規

則を開発するために必要となる要素技術である荷重，

腐食，降伏，座屈及び疲労等の研究開発を行うため，

大学，研究所と連携した多くの共同研究プロジェク

トを立ち上げた。また，造船所及び船社に所属する

若手技術者にも本プロジェクトに参画いただくこと

により，膨大な作業が必要となる研究開発，規則開

発，影響評価の作業を同時に進める体制を構築した。

2019年には，本会が開催する関連業界の技術者や

学識経験者で構成される船体専門委員会において全

面改正案に関する本格的な議論が行われ，最終的に，

2022年1月に開催された第1回技術委員会にて鋼船

規則C編の全面改正が承認された。 
本稿では，1921年に初刊行されてからの本会の

構造規則の変遷について解説し，これまでの変遷か

ら見た今回の全面改正の位置付けについて言及する。

2．構造強度規則の変遷 

2.1 鋼船規則の刊行 

船級検査の判断基準の拠り所となる鋼船規則は

1921年に初めて刊行された。第二次世界大戦後に

帝国海事協会から日本海事協会に名称を改め，事業

を再スタートした後に初めて刊行された鋼船規則は，

その内容が大幅に変更されている。しかしながら，

手元にある中で最も古い大正14年（1925年）の鋼

船規則（図1参照）の目次を眺めると，現在の鋼船

規則C編にその名残が十分にあることが分かる。新

＊ 開発本部 船体開発部

旧規則は共通して，各種部材に関する要件を纏めた

章（当時は編）が，ブロック建造法が採用される以

前の建造順序に従って並んでおり，これらの章が構

造規則の大半を占めている。旧規則では，それらの

各部材に関する章の後に，油槽船（タンカー）のた

めの要件を定めた章のみが規定されていた。油槽船

は乾舷が小さく相対的に構造に働く荷重が大きくな

り，また，縦通隔壁を有するため一般貨物船と構造

様式が大きく異なる。当時の規則は，L, B, D等の

主要目をパラメタとした実績寸法等に基づく経験式

が多く採用されていたため，油槽船には一般貨物船

とは異なる算式が必要であった。また，当時，リベ

ット接合も広く使われており，貨物油が漏れないよ

うなリベットの間隔等の要件などが確認できる。

図1 帝国海事協会鋼船規則（大正14年刊行） 

2.2 経験式から理論式への移行 

過去70年間に渡る構造強度関連の鋼船規則の主

な改正を表1に纏めた。ただし，舵，船体艤装品，

材料及び溶接関連の改正は割愛した。

1950年代のルールは，防撓材などの単純梁問題

として扱える部材については，現在と変わらない寸

法要求算式の形となっているが，外板や桁板等の多

くの要求算式については，L, B, D等の船の主要目

を用いた実績寸法や他船級ルールとの比較（図2参

照）から導いた式となっていた。これらの要求算式

は，現代に近づくにつれて，適切な荷重モデルと強

度モデルに基づいたより合理的な寸法算式に変更さ

れていくことになる（表2参照）。
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表1 NK構造強度規則の主な改正事項 
時期 改正内容 

1921年 鋼船規則初版の発行 
1949年 日本海事協会として鋼船規則の初発行 
1959年 スラミング荷重を考慮した要件の導入 
1961年 理論式ベースの外板要求算式の導入 
1963年 桁ウェブに関する座屈強度要件の導入 
1972年 長期予測に基づく波浪縦曲げモーメントの導入 
1973年 31章「ばら積貨物船」の新設 

（等価パネルによる相持ち構造評価の導入） 
1974年 構造関連の要件を鋼船規則C編として再編成 

直接強度計算に基づく強度評価法の導入 
1980年 長期予測に基づく波浪圧力を用いた大幅改正 
1983年 32章「コンテナ船」の新設 
1987年 UR S11（縦強度）の一部取り入れ 
1989年 組み合わせ荷重下の座屈要件の導入 
1993年 29A章「ダブルハルタンカー」の新設 

（ロンジ疲労強度要件の導入） 
1999年 Bulk Carrier Safety関連要件の導入（浸水時強

度要件等の導入） 
2001年 タンカーの構造強度に関するガイドライン発行 

（ネット寸法評価，等価設計波法，大骨疲労強

度評価，縦曲げ最終強度評価の導入） 
2006年 CSR-B編及びCSR-T編の新設 
2016年 CSR-B&T編の新設 

コンテナ船要件の大幅改正（ホイッピング荷重

を考慮した要件の導入） 

 
図2 NK会誌に掲載された他船級及び実寸法比較表 

表2 船底外板の板厚要求式 

年代 規則算式 

1960年 Lが110m以上のとき 
�0.54 + 10.7 � 𝐿𝐿

100�� �1 + 0.025 � 𝐿𝐿11 − 𝐷𝐷���   
(mm)  

𝐷𝐷�：船の（強力上の）深さ 
1961年 1.44𝐶𝐶�𝑆𝑆√𝐿𝐿 + 2.5 (𝑚𝑚𝑚𝑚) 

𝐶𝐶� = 1 + 7 �𝑑𝑑𝐿𝐿 − 0.06� 
𝑆𝑆：縦通肋骨心距  

1974年 
3.64𝐶𝐶𝑆𝑆�𝑑𝑑 + 0.035𝐿𝐿𝐿

1.66 − 𝑓𝑓� + 2.5 (𝑚𝑚𝑚𝑚) 

𝐶𝐶：Lに応じた補正係数1.0～1.07 
𝑓𝑓�：船底に関する縦強度の使用係数 

1960年代は，タンカーを筆頭に貨物船が急激に

大型化した時代であった。これらの貨物船に対して

就航船の定期的検査が実施されるような時期となる

1972年に発行されたNKの会誌には次のような記述

があった。「実際上の船舶の損傷例をみると船体縦

曲げ応力が高くなったために生じた損傷は極めてま

れで，むしろ局部的な船体構造に波浪外力等の力が

作用して，応力集中等で座屈または亀裂等の損傷が

発生した例が多い」。単純梁の強度モデルで表され

る縦強度や防撓材の算式であれば，このような大型

化に対応できるが，板部材や桁ウェブ部材の板の多

くは，実績寸法等に基づく経験式で板厚が定められ

ていたため対応が困難であった。船舶の大型化に伴

い容積が広くなった貨物倉では相対的に桁部材の強

度の重要度が増しており，複雑な不静定構造の応答

により発生する変形や応力に，これら経験則に基づ

く算式は対応できなくなっていた。これに対して，

二重底構造等の相持ち構造を等価なパネルに置き換

えることで，縦桁と横桁に働くせん断力の分担率を

求める手法等，様々な不静定な構造様式に対応した

複雑な規則算式がこの時期に多く開発されている。 
2.3 長期予測と直接強度計算の登場 

1970年代には，現在でも最も重要な強度評価技

術が鋼船規則に登場している。その一つは，長期予

測に基づく設計荷重の推定技術4)である。船体運動

や船体に働く圧力を計算することができるストリッ

プ法と，短期予測，長期予測を組み合わせた手法に

より波浪圧力，波浪中縦曲げモーメント等の就航期

間中の最大値を求めることができるようになり，こ

れまでの経験式に代り，より適用性が広く，より合

理的な要件とすることが可能となった。 
もう一つの重要な技術は，図3に示すような有限

要素法による直接強度計算である。相持ち構造や強

制変位的に荷重が働くような不静定問題を算式で扱

おうとすると，あまりに式が複雑化すること，モデ

ル化の時点でかなりの誤差を生むことが考えられる

が，直接強度計算であれば，実構造を適切なビーム

要素やシェル要素に置き換えることにより，これま

でより遥かに精度の高い評価が可能となる。また，

シェル要素であれば，トランスリングのような複雑

な形状の桁に発生する局所的な応力も精度よく求め

ることができる。 
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図3 1970年代に作成されたFEモデル 

2.4 より理論的で合理的なルールへ 

上記2つの技術を活用すれば，今回の全面改正の

方向性である，より理論的で合理的な規則とすべく

規則の開発を一挙に進めることができるように考え

られるが，1980年に実施された長期予測に基づく

波浪圧力を用いた各要件の改正以降は，大幅な改正

が行われていない。90年代以降は，代わってIACS
共通ルールであるCSRの制定等，IMO及びIACSの
構造安全性に関する対策に関連した改正が多くなっ

ている。 
このように規則の開発が進まなかった理由は，

様々挙げられるが，以下に示した2つの問題が大き

な要因であると考える。 
問題点の1つは，長期予測法により導かれた荷重

値が，比較的大きかったことにあると考える。図4

は，1972年に規則改正が行われた縦強度要件に用

いる波浪垂直曲げモーメントの技術背景となった長

期予測結果である。この当時から船の就航期間中の

最大値は，超過確率10-8レベルに相当することが分

かっていたが，避航，減速，変針の影響を考慮して

超過確率10-5レベルに相当するモーメントを導く算

式を採用している。当時の縦曲げ応力に対する許容

応力は，約150N/mm2（現在は，190N/mm2）とな

っていたこともあり，実績寸法に基づいた調整が必

要であった。 
この頃から，操船や遭遇海象の実態を把握するた

め，実船計測プロジェクトが実施されたが，得られ

るデータは，わずか数隻の船舶から得られたもので

あり，実態の全容を把握することは不可能であった。 
もう1つの要因は，長期予測により，それぞれの

位置において波浪縦曲げモーメントや圧力，加速度

等の最大値が求められるが，それらの荷重の相関が

一切分からないことである。船舶の設計には，同時

に発生する複合的な荷重を考慮する必要がある。こ

の問題については，過去に様々な研究5)~7)が行われ

ており，本会が発行した「タンカーの構造強度に関

するガイドライン」8)において初めて採用された等

価設計波法にそれらの成果が活かされた。また，こ

の等価設計波法は，その後にCSRにも採用されて

いる。 
等価設計波法とは，船体構造応答の長期予測にお

いて極めて発生確率レベルの低い値は，非常に限ら

れた特定の短期海象（或いは，特定の波向き，波長

の規則波）により生じる特性に着目して，それらの

短期海象を再現する波ケースを用いて強度評価を行

うというものである。 

 
図4 波浪垂直曲げモーメントの長期予測結果 

3．新しい鋼船規則C編について 

3.1 新しい鋼船規則C編の章構成 

前2.1.に述べたとおり，現行の鋼船規則C編の章

構成は，大正時代から大きく変化していない。主と

して一般貨物船を対象とした各構造部位に対する要

件を規定した章が，規則の大半を占めており，船種

別の強度要件がその後に続く。船種ごとの章の下の

レベルには，船底構造，船側構造等の各構造部位に

関する節があるという所謂入れ子構成となっており，

規則の読み易さを低下させる一因となっている。 
鋼船規則が初めて刊行された時代と異なり，現代

では荷重応答の長期予測や等価設計法の技術を用い

れば，あらゆる箇所の荷重値や加速度の長期予測値

や，それぞれの荷重の同時性を考慮した組み合わせ

を示すことができるようになっており，また，板及

び防撓材の局部強度だけでなく，大骨，桁等の主要

支持構造部材についても一般化した強度モデルとし

て扱えるようになっているため，構造部位ごとに章

を分ける必要性は低下している。 
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表1 NK構造強度規則の主な改正事項 
時期 改正内容 

1921年 鋼船規則初版の発行 
1949年 日本海事協会として鋼船規則の初発行 
1959年 スラミング荷重を考慮した要件の導入 
1961年 理論式ベースの外板要求算式の導入 
1963年 桁ウェブに関する座屈強度要件の導入 
1972年 長期予測に基づく波浪縦曲げモーメントの導入 
1973年 31章「ばら積貨物船」の新設 

（等価パネルによる相持ち構造評価の導入） 
1974年 構造関連の要件を鋼船規則C編として再編成 

直接強度計算に基づく強度評価法の導入 
1980年 長期予測に基づく波浪圧力を用いた大幅改正 
1983年 32章「コンテナ船」の新設 
1987年 UR S11（縦強度）の一部取り入れ 
1989年 組み合わせ荷重下の座屈要件の導入 
1993年 29A章「ダブルハルタンカー」の新設 

（ロンジ疲労強度要件の導入） 
1999年 Bulk Carrier Safety関連要件の導入（浸水時強

度要件等の導入） 
2001年 タンカーの構造強度に関するガイドライン発行 

（ネット寸法評価，等価設計波法，大骨疲労強

度評価，縦曲げ最終強度評価の導入） 
2006年 CSR-B編及びCSR-T編の新設 
2016年 CSR-B&T編の新設 

コンテナ船要件の大幅改正（ホイッピング荷重

を考慮した要件の導入） 

 
図2 NK会誌に掲載された他船級及び実寸法比較表 

表2 船底外板の板厚要求式 

年代 規則算式 

1960年 Lが110m以上のとき 
�0.54 + 10.7 � 𝐿𝐿

100�� �1 + 0.025 � 𝐿𝐿11 − 𝐷𝐷���   
(mm)  

𝐷𝐷�：船の（強力上の）深さ 
1961年 1.44𝐶𝐶�𝑆𝑆√𝐿𝐿 + 2.5 (𝑚𝑚𝑚𝑚) 

𝐶𝐶� = 1 + 7 �𝑑𝑑𝐿𝐿 − 0.06� 
𝑆𝑆：縦通肋骨心距  

1974年 
3.64𝐶𝐶𝑆𝑆�𝑑𝑑 + 0.035𝐿𝐿𝐿

1.66 − 𝑓𝑓� + 2.5 (𝑚𝑚𝑚𝑚) 

𝐶𝐶：Lに応じた補正係数1.0～1.07 
𝑓𝑓�：船底に関する縦強度の使用係数 

1960年代は，タンカーを筆頭に貨物船が急激に

大型化した時代であった。これらの貨物船に対して

就航船の定期的検査が実施されるような時期となる

1972年に発行されたNKの会誌には次のような記述

があった。「実際上の船舶の損傷例をみると船体縦

曲げ応力が高くなったために生じた損傷は極めてま

れで，むしろ局部的な船体構造に波浪外力等の力が

作用して，応力集中等で座屈または亀裂等の損傷が

発生した例が多い」。単純梁の強度モデルで表され

る縦強度や防撓材の算式であれば，このような大型

化に対応できるが，板部材や桁ウェブ部材の板の多

くは，実績寸法等に基づく経験式で板厚が定められ

ていたため対応が困難であった。船舶の大型化に伴

い容積が広くなった貨物倉では相対的に桁部材の強

度の重要度が増しており，複雑な不静定構造の応答

により発生する変形や応力に，これら経験則に基づ

く算式は対応できなくなっていた。これに対して，

二重底構造等の相持ち構造を等価なパネルに置き換

えることで，縦桁と横桁に働くせん断力の分担率を

求める手法等，様々な不静定な構造様式に対応した

複雑な規則算式がこの時期に多く開発されている。 
2.3 長期予測と直接強度計算の登場 

1970年代には，現在でも最も重要な強度評価技

術が鋼船規則に登場している。その一つは，長期予

測に基づく設計荷重の推定技術4)である。船体運動

や船体に働く圧力を計算することができるストリッ

プ法と，短期予測，長期予測を組み合わせた手法に

より波浪圧力，波浪中縦曲げモーメント等の就航期

間中の最大値を求めることができるようになり，こ

れまでの経験式に代り，より適用性が広く，より合

理的な要件とすることが可能となった。 
もう一つの重要な技術は，図3に示すような有限

要素法による直接強度計算である。相持ち構造や強

制変位的に荷重が働くような不静定問題を算式で扱

おうとすると，あまりに式が複雑化すること，モデ

ル化の時点でかなりの誤差を生むことが考えられる

が，直接強度計算であれば，実構造を適切なビーム

要素やシェル要素に置き換えることにより，これま

でより遥かに精度の高い評価が可能となる。また，

シェル要素であれば，トランスリングのような複雑

な形状の桁に発生する局所的な応力も精度よく求め

ることができる。 
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図3 1970年代に作成されたFEモデル 

2.4 より理論的で合理的なルールへ 

上記2つの技術を活用すれば，今回の全面改正の

方向性である，より理論的で合理的な規則とすべく

規則の開発を一挙に進めることができるように考え

られるが，1980年に実施された長期予測に基づく

波浪圧力を用いた各要件の改正以降は，大幅な改正

が行われていない。90年代以降は，代わってIACS
共通ルールであるCSRの制定等，IMO及びIACSの
構造安全性に関する対策に関連した改正が多くなっ

ている。 
このように規則の開発が進まなかった理由は，

様々挙げられるが，以下に示した2つの問題が大き

な要因であると考える。 
問題点の1つは，長期予測法により導かれた荷重

値が，比較的大きかったことにあると考える。図4

は，1972年に規則改正が行われた縦強度要件に用

いる波浪垂直曲げモーメントの技術背景となった長

期予測結果である。この当時から船の就航期間中の

最大値は，超過確率10-8レベルに相当することが分

かっていたが，避航，減速，変針の影響を考慮して

超過確率10-5レベルに相当するモーメントを導く算

式を採用している。当時の縦曲げ応力に対する許容

応力は，約150N/mm2（現在は，190N/mm2）とな

っていたこともあり，実績寸法に基づいた調整が必

要であった。 
この頃から，操船や遭遇海象の実態を把握するた

め，実船計測プロジェクトが実施されたが，得られ

るデータは，わずか数隻の船舶から得られたもので

あり，実態の全容を把握することは不可能であった。 
もう1つの要因は，長期予測により，それぞれの

位置において波浪縦曲げモーメントや圧力，加速度

等の最大値が求められるが，それらの荷重の相関が

一切分からないことである。船舶の設計には，同時

に発生する複合的な荷重を考慮する必要がある。こ

の問題については，過去に様々な研究5)~7)が行われ

ており，本会が発行した「タンカーの構造強度に関

するガイドライン」8)において初めて採用された等

価設計波法にそれらの成果が活かされた。また，こ

の等価設計波法は，その後にCSRにも採用されて

いる。 
等価設計波法とは，船体構造応答の長期予測にお

いて極めて発生確率レベルの低い値は，非常に限ら

れた特定の短期海象（或いは，特定の波向き，波長

の規則波）により生じる特性に着目して，それらの

短期海象を再現する波ケースを用いて強度評価を行

うというものである。 

 
図4 波浪垂直曲げモーメントの長期予測結果 

3．新しい鋼船規則C編について 

3.1 新しい鋼船規則C編の章構成 

前2.1.に述べたとおり，現行の鋼船規則C編の章

構成は，大正時代から大きく変化していない。主と

して一般貨物船を対象とした各構造部位に対する要

件を規定した章が，規則の大半を占めており，船種

別の強度要件がその後に続く。船種ごとの章の下の

レベルには，船底構造，船側構造等の各構造部位に

関する節があるという所謂入れ子構成となっており，

規則の読み易さを低下させる一因となっている。 
鋼船規則が初めて刊行された時代と異なり，現代

では荷重応答の長期予測や等価設計法の技術を用い

れば，あらゆる箇所の荷重値や加速度の長期予測値

や，それぞれの荷重の同時性を考慮した組み合わせ

を示すことができるようになっており，また，板及

び防撓材の局部強度だけでなく，大骨，桁等の主要

支持構造部材についても一般化した強度モデルとし

て扱えるようになっているため，構造部位ごとに章

を分ける必要性は低下している。 
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図5 新しい構造強度規則の章構成 

 
このような状況から，規則の読み易さ，CSRに

習熟した設計者からの読み易さ等を考慮して，新し

い構造強度規則では図5に示す章構成とする。 
局部強度，主要支持構造強度，縦強度のような強

度上の構造の階層レベルや，荷重，疲労強度のよう

な強度評価のカテゴリに関する章がルールの骨子と

なっている。また，船種特有の貨物の種類や積付に

関する要件，特有の構造に関する追加要件を2編に

規定している。 
3.2 設計荷重 

新しい鋼船規則C編の設計荷重に関しては，前

2.4で述べた長期予測法と等価設計波コンセプトが

引き続きベースとなっており，これらに非線形影響

と操船影響を考慮することにより，より現実的な荷

重値を導くようになっている。 
荷重算式の開発に際しては，2次元ポテンシャル

理論より導出される物理的に意味のある式を簡易化

することで，より適用性が広く精度の高い推定式9) 

10)とした。さらに，現時点で推定精度，信頼性，計

算工数のバランスが最もよく，また広く使われてい

る3Dパネル法による船体応答解析，この結果に基

づいた短期予測，長期予測のシリーズ計算を実施し，

開発した荷重算式の検証・調整を行った。 
大波高時の船体没水部の変化等に起因する非線形

影響については，水槽実験及び非線形3Dパネル法

を用いたシリーズ解析の結果から等価設計波ごとの

係数11)として求めている。 
操船影響については，数万隻のAISより得られた

遭遇海象ベースの波浪頻度分布を用いて主要な船体

応答の長期予測値を求め，従来から用いられていた

IACS Rec.3412)に定義される波浪頻度分布表より導

かれる長期予測値との比率から係数13)を定めている。 
これらの係数により，実際の船体構造に働く荷重

値を，より精度よく推定し，且つ，実績寸法との乖

離の少ない要求寸法を導くことができる。 

3.3 腐食予備厚及び強度クライテリアの精度

向上 

前3.2に述べた設計荷重だけではなく，腐食予備

厚，降伏，座屈，疲労に関する強度クライテリアに

ついても，より実際の現象に沿った強度評価が行え

るよう高精度化することを目指した。 
新しい構造強度規則で用いられる腐食予備厚につ

いては，就航船検査時に実施される板厚計測から得

られる膨大なデータを統計解析することにより，腐

食環境に応じた値としている。 
CSRでも本手法による腐食予備厚が採用されて

いるが，新しい鋼船規則C編では，統計解析の対象

となる板厚計測データを，主に1990年代以降に建

造された船舶から集めることにより，検査強化プロ

グラム（ESP）を前提とした近年のメンテナンス

品質を腐食予備厚に反映させた。この結果，メンテ

ナンス品質の向上によりバラストタンクのように腐

食量が減少した箇所と，乾貨物船の内底板等の腐食

が抑えられない箇所が数値として明確にでている。 
降伏，座屈，疲労に関する強度クライテリアにつ

いては，より損傷に直結するようなクライテリアと

なるよう努めた。例えば，板及び防撓材の面外圧力

に関する寸法算式については，長らく初期降伏強度

及び剛塑性理論に基づく算式とこれに付随する経験

的に定められていた安全率が使われてきた。 
今回の開発作業においては，板及び防撓材に対し

て，様々なレベルの圧力を載荷・除荷する非線形

FE解析を実施して，残留変形が残らない強度クラ

イテリアがどこにあるか調査し，そのクライテリア

を導くことができる簡易算式を開発14) 15)した。本

簡易算式に適切な安全率を加えることで，損傷との

対応が明確な寸法要求算式を導いた。 
座屈強度評価においては，荷重算式と同様にでき

る限り物理的に意味のある式を用いつつ，弾性座屈

後の崩壊強度を精度よく推定15)できるようにした。
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また，船体構造のような不静定構造体において，局

所的に板パネルが座屈した際の周辺構造への荷重再

配分の影響を考慮した要件も一部に取り入れ，より

実際の損傷との相関が高い基準とした。 
疲労強度評価に関しては，数万隻のAISから得ら

れた航路の情報に基づき，より実際に近い繰り返し

荷重の設定16)を行っている。また，船全体の疲労損

傷発生確率に基づいた安全率を設定する等，実際の

損傷事例との相関が明確な要件とした。 

4．おわりに 

今回の新しい鋼船規則C編のコンセプトは，1970
年代の長期予測技術が発展した当時から構想されて

いた構造強度規則の理想像にかなり近づいたものと

なり，その立役者は，AISデータや板厚計測データ

から得られたビッグデータと言える。 
今後，デジタルツイン関連の技術が発達し，普及

することにより，船舶の就航中に起きる様々な事象

が定量的に計測され，利用できるようになる。また，

これまで以上に実遭遇海象や複雑な非線形の構造応

答に関する知見が獲得でき，損傷の事故原因究明等

が正確に行われることになる。 
新しい鋼船規則C編は，実遭遇海象や就航後の船

体構造の状態の再現，実際の損傷に基づくクライテ

リアによる強度評価を目指し，開発を進めてきた。

従って，デジタルツイン技術で明らかになった知見

を，比較的容易に規則に反映することができ，今後

さらに規則の安全性と合理性を向上させることが期

待できる。 
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図5 新しい構造強度規則の章構成 

 
このような状況から，規則の読み易さ，CSRに

習熟した設計者からの読み易さ等を考慮して，新し

い構造強度規則では図5に示す章構成とする。 
局部強度，主要支持構造強度，縦強度のような強

度上の構造の階層レベルや，荷重，疲労強度のよう

な強度評価のカテゴリに関する章がルールの骨子と

なっている。また，船種特有の貨物の種類や積付に

関する要件，特有の構造に関する追加要件を2編に

規定している。 
3.2 設計荷重 

新しい鋼船規則C編の設計荷重に関しては，前

2.4で述べた長期予測法と等価設計波コンセプトが

引き続きベースとなっており，これらに非線形影響

と操船影響を考慮することにより，より現実的な荷

重値を導くようになっている。 
荷重算式の開発に際しては，2次元ポテンシャル

理論より導出される物理的に意味のある式を簡易化

することで，より適用性が広く精度の高い推定式9) 

10)とした。さらに，現時点で推定精度，信頼性，計

算工数のバランスが最もよく，また広く使われてい

る3Dパネル法による船体応答解析，この結果に基

づいた短期予測，長期予測のシリーズ計算を実施し，

開発した荷重算式の検証・調整を行った。 
大波高時の船体没水部の変化等に起因する非線形

影響については，水槽実験及び非線形3Dパネル法

を用いたシリーズ解析の結果から等価設計波ごとの

係数11)として求めている。 
操船影響については，数万隻のAISより得られた

遭遇海象ベースの波浪頻度分布を用いて主要な船体

応答の長期予測値を求め，従来から用いられていた

IACS Rec.3412)に定義される波浪頻度分布表より導

かれる長期予測値との比率から係数13)を定めている。 
これらの係数により，実際の船体構造に働く荷重

値を，より精度よく推定し，且つ，実績寸法との乖

離の少ない要求寸法を導くことができる。 

3.3 腐食予備厚及び強度クライテリアの精度

向上 

前3.2に述べた設計荷重だけではなく，腐食予備

厚，降伏，座屈，疲労に関する強度クライテリアに

ついても，より実際の現象に沿った強度評価が行え

るよう高精度化することを目指した。 
新しい構造強度規則で用いられる腐食予備厚につ

いては，就航船検査時に実施される板厚計測から得

られる膨大なデータを統計解析することにより，腐

食環境に応じた値としている。 
CSRでも本手法による腐食予備厚が採用されて

いるが，新しい鋼船規則C編では，統計解析の対象

となる板厚計測データを，主に1990年代以降に建

造された船舶から集めることにより，検査強化プロ

グラム（ESP）を前提とした近年のメンテナンス

品質を腐食予備厚に反映させた。この結果，メンテ

ナンス品質の向上によりバラストタンクのように腐

食量が減少した箇所と，乾貨物船の内底板等の腐食

が抑えられない箇所が数値として明確にでている。 
降伏，座屈，疲労に関する強度クライテリアにつ

いては，より損傷に直結するようなクライテリアと

なるよう努めた。例えば，板及び防撓材の面外圧力

に関する寸法算式については，長らく初期降伏強度

及び剛塑性理論に基づく算式とこれに付随する経験

的に定められていた安全率が使われてきた。 
今回の開発作業においては，板及び防撓材に対し

て，様々なレベルの圧力を載荷・除荷する非線形

FE解析を実施して，残留変形が残らない強度クラ

イテリアがどこにあるか調査し，そのクライテリア

を導くことができる簡易算式を開発14) 15)した。本

簡易算式に適切な安全率を加えることで，損傷との

対応が明確な寸法要求算式を導いた。 
座屈強度評価においては，荷重算式と同様にでき

る限り物理的に意味のある式を用いつつ，弾性座屈

後の崩壊強度を精度よく推定15)できるようにした。
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また，船体構造のような不静定構造体において，局

所的に板パネルが座屈した際の周辺構造への荷重再

配分の影響を考慮した要件も一部に取り入れ，より

実際の損傷との相関が高い基準とした。 
疲労強度評価に関しては，数万隻のAISから得ら

れた航路の情報に基づき，より実際に近い繰り返し

荷重の設定16)を行っている。また，船全体の疲労損

傷発生確率に基づいた安全率を設定する等，実際の

損傷事例との相関が明確な要件とした。 

4．おわりに 

今回の新しい鋼船規則C編のコンセプトは，1970
年代の長期予測技術が発展した当時から構想されて

いた構造強度規則の理想像にかなり近づいたものと

なり，その立役者は，AISデータや板厚計測データ

から得られたビッグデータと言える。 
今後，デジタルツイン関連の技術が発達し，普及

することにより，船舶の就航中に起きる様々な事象

が定量的に計測され，利用できるようになる。また，

これまで以上に実遭遇海象や複雑な非線形の構造応

答に関する知見が獲得でき，損傷の事故原因究明等

が正確に行われることになる。 
新しい鋼船規則C編は，実遭遇海象や就航後の船

体構造の状態の再現，実際の損傷に基づくクライテ

リアによる強度評価を目指し，開発を進めてきた。

従って，デジタルツイン技術で明らかになった知見

を，比較的容易に規則に反映することができ，今後

さらに規則の安全性と合理性を向上させることが期

待できる。 
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